
 

平成 20 年 8 月 14 日 

各      位 

 

会 社 名 カッパ・クリエイト株式会社 

代 表 者 代表取締役社長   徳 山  桂 一 

（コード番号 ７４２１ 東証第 1 部） 

問合せ先 取締役財務本部長  中 井  鉄太郎 

電話番号  ０４８－６５０－５１００ 

 

 

資本業務提携解消に関するお知らせ 
 

 

 当社は、平成 20 年 8 月 14 日開催の取締役会において、株式会社ゼンショー（以下「ゼン

ショー」といいます。）との資本業務提携を解消することを決議し、同日付けでゼンショーと

の間で資本業務提携を解消するための契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせい

たします。 

 

 

記 

 
 
１．資本業務提携解消の理由 

当社は平成 19 年 3 月 8 日付でゼンショーと資本業務提携を締結しましたが、平成 19

年 10 月 26 日より資本業務提携を凍結しておりました。 
この度、ゼンショーとの協議の結果、凍結していた資本業務提携を解消することとい

たしました。 

 

２．資本業務提携解消の内容 
資本業務提携は、平成 19 年 10 月 26 日に凍結しており、ゼンショーとの間で人的およ

び取引関係はありません。 

 また、ゼンショーは当社株式の一部を当社が本日発表した自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）を通じて売却する方針であります。 

ゼンショーが保有している当社株式は以下のとおりです。 

① 株式数                 7,249,600 株 

② 発行済株式数に対する割合 31.09％ 

 

３．資本業務提携解消の日程 
平成 20 年８月 14 日 取締役会決議 
平成 20 年８月 14 日 資本業務提携解消契約締結 

 
 
 
 
 



４．提携解消の相手会社の概要 

氏名又は名称 株式会社ゼンショー 

設立年月 昭和57年６月 

本店所在地 東京都港区港南二丁目18番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小川 賢太郎 

資本金の額 10,089百万円 

発行済株式総数 118,826,400株 

事業の内容 外食事業 

従業員数 816人 

  大株主および持株比率 

株式会社日本クリエイト                33.12％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）    4.47％ 

小川 賢太郎                      4.03％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    3.95％ 

小川 一政                         3.08％ 

小川 洋平                        3.08％ 

マサ ジャパニーズエクイテイ 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行決済事業部）      1.91％ 

ゼンショー社員持株会                    1.48％ 

株式会社ゼンショー                      1.13％ 

日興シティ信託銀行株式会社（投信口）         0.89％ 

当社との関係等 当社の「親会社等」に該当します 

（注）  資本金の額、発行済株式総数、大株主および持株比率、ならびに当社との取引関係等の欄は、     

平成 20 年３月 31 日現在におけるものであります。 

 
５．今後の見通し 

今後の業績に与える影響は現在精査中であり、具体的な施策等が決定した段階で別途

お知らせする予定であります。なお、本日現在の業績見通しにつきましては、次の通り

であり、変更はありません。 

（連結） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭平成 21 年２月期 

（第１四半期財務・業績の概況

発表時予想）  75,200 3,930 3,990 1,800    77 28 
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭平成 20 年２月期 

（前期実績） 50,085  2,483  2,526  1,316    56  75 

（個別） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当り 

当期純利益 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭平成 21 年２月期 

（第１四半期財務・業績の概況

発表時予想） 75,200 3,910 3,950 1,700    72 99 
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭平成 20 年２月期 

（前期実績）  50,085 2,466 2,476  1,234    53 19 

（注）平成 20 年２月期は平成 19 年６月１日から平成 20 年２月 29 日の９ヶ月の変則決算で

した。 

 
 

以  上 


